
2J03 産業技術研究を 支える技術支援マネジメント 

0 山口 佳和 ( 産 総研 ) 

1. はじめに 

現代の産業技術の 進歩は急速であ り，新領域や 融合領域が次々と 登場している。 既存技術の 
陳腐化が速く ，いち早く新技術に 対応しなければ 国際競争の中で 生き残ることはできない。 キャ 
ソ チアップ型からフロントランナ 一型への転換が 求められている 日本は，世界に 先駆けて画期的 
な新技術を創出し 独自の発展モデルを 提示していくことが 必要になっている。 
独創的な産業技術研究をスピーディ 一に実施するためには ，技術支援のあ り方が重要であ 
る。 科学技術の発展に 伴い研究に必要な 業務が専門化していること ，産業界にインパクトを 与え 
る 産業技術を創出するためには 組織的な研究が 重要になっていることも ，その背景にあ る。 
本稿では，主に 産業技術総合研究所 ( 以下「 産 総研」という ) を事例として 分析することにより ， 
日本の産業技術研究を 支える技術支援のあ り方について 考察する。 

2. 技術支援の現状 
2.1 技術支援とは 

産業技術研究を 支える広い意味での 研究環境には ，以下のようにハード ，ソフトに属する 様々 
なものがあ る。 

ハード : 施設設備，研究用機材，研究用資源，研究サイト 立地，など 

ソフト : 研究資金，技術支援，事務支援，知的基盤，研究情報基盤，研究者処遇， 
研究自由度，競争的環境，研究評価，研究戦略，研究所経営，など 

研究環境のうち 技術支援は，技術者，技能者などによって 行われる研究活動への 直接的な支 
援 であ る。 本稿では，①研究ユニットが 雇用または受け 入れた技術者による 支援，②テクニカル 
センタ一などの 研究所の共通基盤的な 技術支援事業，③民間企業や 他の研究機関への 技術的 
な 役務やサービスの 外注，の 3 つ があ ると考える。 

2.2 日本の技術支援 
科学技術基本計画 ( 第 1 期，第 2 期 )[1] では，研究支援者の 確保について ， 第 工期では，研究 
者 1 人当たり支援者数を 国立大学で 0 ・ 5 人，国立試験研究機関で 1.0 人 ，第 2 期では，研究費 
の中での手当とアウトソーシンバの 活用による個々の 必要に応じた 研究支援業務の 確保を目標と 
して掲げている。 
科学技術政策研究所 [2] によると，国立試験研究機関の 研究者工人当たり 支援者数は 2003 
年度で 0 ． 98 人とほぼ第 1 期の目標を達成しているのに 対し国立大学はほとんど 増加せず 2003 

年度に至っても 0 ． 26 人で目標の達成状況は 十分ではなかった。 また，研究者工人当たり 支援者 

数の推移をセクタ 一別に見ると ，非営利団体・ 公的研究機関は 第 1 期，第 2 期を通じて上昇， 大 
学等 が低いレベルで 横ばい，企業等が 低下との傾向であ った。 大学の充足感は 低く ， 逆に民間 
企業の充足感は 高い。 公的研究機関の 充足感は，両者の 間にあ る。 民間企業の充足感が 高 い 
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のは，外部委託の 活用が主な要因としている。 さらに，科学技術白書 [3] によると，日本の 研究者 
1 人当たり支援者数は 欧州の 3 分の 1 程度の水準で ，依然として 大きな開きがあ る。 

2.3 産 総研の技術支援 

産 総研は，工業技術院傘下の 15 研究所と計量教習所を 統合して 2001 年に発足した。 発足 
以降の職員数の 推移を見ると ，常勤職員数はほぼ 横ばいであ るが，非常勤職員数が 増加してい 
る ( 図 1) 。 非常勤職員数増加 
の主な要因はテクニカルスタ 

ッフの増加であ り， 2.2 で述べ 

た公的研究機関における 支 
援者数の改善と 合っている。 
この背景には ，独立行政法 

大化により，予算使用や 非常 
勤職員雇用が 以前よりは柔軟 
に行えるよ う になったことがあ 

る。 また，研究資金が 増加して 

いることもあ る。 運営交付金は 

減少傾向であ るが、 外部資金 
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( 出所 ) 産 総研 寅 料から作成 

の 獲得が増加している。 田 Ⅰ 産億研 の 臆且 推移 

研究ユニットに 雇用される技術者と 併せて，外注も 増加していると 考えられる。 研究用機材の 
購入などに含まれているため 技術的な役務やサービスだけを 取り出すことはできないが ，外部か 
らの調達 額 が増加していることから ，外注による 技術支援調達も 増加していると 考えられる。 
その一方で，テクニカルセンタ 一の人員は 29 人で，ほぼ横ばいであ る。 他にナノプロセシンバ 
支援プロジェクトが 2003 年度からスタートし 15 人ほどの技術者を 雇用している。 透過型電子 
顕微鏡，動物飼育，共同利用機器については ，技術者の雇用はないが ，利用する研究ユニット 
への資金支援が 実施されてきた。 

3. 産 総研における 技術支援調査 
3.1 調査の実施 

技術支援事業のあ り方について 検討するため ， 2005 年 1 月～ 2 月に技術支援に 関する 調 
査を実施した。 産 総研内の研究チーム 長などを対象にしたアンケート 調査と，外注実績があ る民 
間企業を対象にしたヒアリンバ 調査であ る。 アンケートは 367 人対し 262 件の回答 ( 回収率 71%) 
で、 ヒアリンバは 10 社 ( 機械加工 4 社，化学分析 2 社，動物飼育 2 社 ) について実施した。 

3.2 調査の結果 

今後必要となる 技術支援について ， 17 項目から回答 ( 3 項目まで ) してもらったものを 研究 分 

軒 別に集計した ( 表 1) 。 全体では，②装置，器具等の 試作，⑧特殊な 知識，技能を 要する分析， 
測定 ( 岩石薄片，露顕用試料等の 特殊な試料作成を 含む ), ③実験設備や 実験に伴 う 操作， 作 
業，が 上位 3 項目であ るが，分野別では ，ライフサイェン ス で⑫実験用動植物の 育成、 飼育， 管 
理 ，情報通信・エレクトロニクスで⑭コンピュータのソフトウェアの 作成，修正，ナノテクノロジー・ 材 
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ると，高度な 技術を要する 項目の比重が 高まり，ルーチン 的，一般的な 技術で対応できる 項目の 
比重が低下している。 

技術者を雇用する 場合，外注する 場合の問題点 は ついての回答を 集計した ( 表 2 ) 。 技術者 
雇用、 外注いずれも 資金不足が最も 大きな問題点になっているが ，情報不足 ( 技術者雇用の④ ， 
外注の④ ) が 次いで多くなって 

表 2 技伍 者をⅠ用、 外注する % 台の 問 Ⅰ 点 

いる。 さらに、 技術者雇用でりま 処 ①人材の雇用は 技術的研究支援を 確保 ①外注は技術的研究支援を 確保する 

遇 不十分 ( ⑥ ), 外注では知的 する方法として 重要とは考えていない。 12 件 方法として重要とは 考えていない。 15 件 

(2M; 、 i(=-uvc!ajB<@ 。 @:-3 ， a@               
財産保護 ( の ) が問題点とされてまたは ②人材の届用について 問題となる項目は 問題となっている 特にないと考え   問題となる項目は 特にないと考えている。 偲件 

いる。 ている。 ' 。 " ③ 適 " 。 。 """ 。 。 。 25 件 

④。 "" 。 " す 。 "" が。 "" 。 。 。 
外注については ，ヒアリンバ 結 ③ 屋用 したくても産総研の 内部にも外部 19 件 ため、 適切な外注先にアクセスできない   

または適切な 外注先があ るかどうか把握 
果から，一般的なものであ れば④人材に 適切な人材にアクセスできない、 関する 柑報 が不足しているため または   できない。 56 件 

広く対応可能だが 高度なものほ 適切な人材が い るかどうか把握できない。 72 件 ⑤適切な外注先があ ることは分かって 
いるが、 外注するための 賃金が不足し 

ど 困難になる傾向があ ること， 知 ⑤適切な人材がいることは が、 桂月するための 資金が不足している。 分かっている ] ㏄ 件 ている。 ]28P ト 

的 財産保護のレベルは 様々で ⑥適切な人材が い ることは分かっている ⑥ 適 " 。 。 """" 。 "'"""" 。 。 
  るが、 産 総研の仕 オを 引き受けてもらえ 

不十分なケースが 見られること が、 屋用 産 することが難しい。 総研での 処迫 が不十分なため 71 件 ない   4 件 

(X@ WWS ． W&@bltW ， ， )@ 

るが、 知的財産保護の 視点から問題があ る，   または外注がやりにくい。 39f 牛 

外注に適するのかを 把握してお 鰍窩 ㍗ る 。 ""  ⑧。 。 " 17 件 

24 件 

く必要があ る。 

さらに，技術支援事業として 今後必要とされる 機能についての 回答を集計した ( 表 3L 。 ①技術 
相談，操作技術等の 指導，設計支援機能，という 比較的高度な 内容の支援機能を 望む声が強 
く，外注先や 雇用する技術者に 関する情報提供 ( ③，⑤ ) が次いで多い。 外注先の開拓 ( ④ ), 技 
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術 支援事業の内容拡大 ( ② ) は 少 ま 3 技術支援 ウ圭 として今後必要とされる 技能 

なかった。 必要性有り 必要性なし 必要性有り一必要性なし 
必要性なし 

技術支援事業の 内容拡大ヰま ， 破術 相談、 操作技術等の 指導、 設計支援機能 Ⅰ 82 ㏄ 128% 

技術者を長期間固定すると 組織 鏑槻の &( 舶での 榊緒にょ呑俺 性術㈹ ・ 39 甘 23 13% 

の 硬直化にっながる 恐れがあ り，③外注先の 応できる品目等 紹介、 ) の開拓機能 あ っせん機能 
162 Ⅰ 00 62% 

慎重に対応すべきであ る。 高度な 鏑肪湖 ( 揃 ， " 自切の 開榊焔 126 Ⅰ 36 一 7% 

内容の支援機能りこつ しへ て りま，長 ⑤研究支援者の 壷 録 、 紹介、 あ っせん機能 Ⅰ 6 Ⅰ Ⅰ 0l 59% 

212 50 324% 

20       
て 検討すべきであ ろう。 

4. 期待される技術支援 

3.2 を踏まえて，期待される 技 ( 公的研究機関 ) 

外注 先 となる 

には，技術支援事業だけでなく ， 
研究ユニットが 行う技術者雇用や 昭ユニット B 

外注に対する 支援機能も含まれ 
ている。   

産 総研 [4] では，第 2 期 (2005 
研究ユニット Z ( は 牡 工作・化学分析・ 他 ) 

高度な技術や 技能 

～ 2009 年度 ) の研究戦略をとり を 有する外部人材 

まとめており ，その中で具体的施 
  

人材供給 
人材 供拾 

策 として体系的・ 組織的な研究の ( 研究者の多様な 
( 人材流動化による 

キャリアパス ) 
信広い人材支人 ) 

推進とイノベーションハブ 機能の 

強化を掲げている。 こうした研究 
田 2 期侍される 技 行立枝枝 だ ( イメージ ) 

戦略の実現のためには ，技術支 
援の強化が不可欠であ る。 これまで技術支援に 対する総合的な 施策は実施されておらず ，研究 
戦略の具体化の 中で取り組みがなされることを 期待する。 

5. 最後に 

産業技術研究を 支える技術支援について 分析，考察し 期待される技術支援機能の 提案を行 
った 。 本稿が，日本の 技術支援の強化の 一助となることを 期待する。 
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